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大学助手職の研究者養成機能に関す る研究
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1． は じめに

　大学に お け る研究機能を担 うこ とに な る次世代の 研究者は ， どの よ うに して選抜さ

れ養成 され て い るの だ ろ うか 。

　山野井 （1990， 257−258頁）が述 べ て い るよ うに ， 1980年時点の 大学教授職全体の 移

動の 中で ， 助手の 移動は市場外転入移動 （採用）の 7 割 を越えて お り， また市場外転

出移動 （離職）に つ い て も過半数を しめ て い る 。 したが う て ， 現在教授 あるい は助教

授に 就 い て い る者の 多 くは ，

一旦助手 と して 採用 され た後 ， 多 くの 同僚が離職す る な

かで ， 大学教授職市場の 内部で 昇進す る こ との で きた者 とい うこ とに な る 。

　最新の デ ー タ （表 1）をみ て も， 市場外転入移動 （採用）者の 多くが助手で ある とい

う傾 向は ほ とん ど変わ っ て い ない
。
1991年 4 月か ら1992年 3 月の 1年間に ， 大学に新

規に採用 された者お よ び転入 した 11，394人の うち， 他大学か ら転入 して きた市場内移

動者 は20％ に過 ぎな い
。 大多数の 76°／・ は新規に 採用され た者 （市場外転入者） とな っ

て い る 。 その 内訳をみ る と，教授や 助教授と して 着任 した大学教員の 過半数 は他大学

か らの転任で あ るの に対 し，講師の 74％，全大学教員の 57％ （6，487人）を しめ る助手

で は96％ が大学教授職市場外か らの 新規採用 者とな っ て い る。 大学教授職市場へ の 参

入 は，多 くの 場合 ， 助手 と して 採用 され る こ とに 始まる と い え よ う。

　 しか し，助手 と して 大学教授職市場へ 参入 した か らとい っ て ，必ず しも大学教授職

市場 の 内部 で 順調 に 昇進 で き る わ けで はな い
。 平成四 年度学校教員統計調査 に よ れ

ば ，
1年の 聞に ， 助手 と して 採用 され た者6

，
197人 に 対 して 離職 した者 は 4，514人 ， こ の

東京工業大学
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表 1 採用前の状況お よび職名別　転入 ・採用教員数

　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　 （大 学計）

市 場 内 移 動

（前 職 ）

市場外転入

計

大学：

教員

短大

教員

高專

教員

大学等

職員

新規

採 用

総 　数 20％ 3％ 1％ 1％ 76％ 11，394

教授

助教授

講師

助手

56％

50％

20％

4％

8％

9％

4％

o％

1％

1％

1％

0％

1％

2跖

1％

0盟

34％

38％

74％

96％

1，7721

，4201

，6856

，487

平成 四 年度学校教員統計調査報告書 よ り作成

数字 は採用者 の およ そ 73％ に 相当す る 。 また ，大学教授職市場か らの 離職者全体 の 中

で 助手の しめ る比率は58％ ， 定年退職者を除 くと 7 割を超え て お り， 大学教授職市場

の 内部で 助手か ら講師あ る い は助教授 へ と昇進す る時点 で 厳 しい選抜 が行わ れて い る

こ とが わか る 。 こ れ らの デ ー タか ら，助手職 は ア カ デ ミ ッ ク キ ャ リア の 主要 なゲ ー ト

ウ ェ イ に 位置する と考え られ る 。

　 しか しなが ら これ まで ， 助手職 の 研究者養成機能 に 関する実証的研究 は十分 に行わ

れ て きた とはい え な い
。 た とえ ば， わが 国の 大学教授職市場を対象 と した代表的な研

究 と して 前述の 山野井 （1990）に よ る もの が あ る。 山野井は全国の 国公私立大学に 勤

務す る教員の 個人デ
ー

タを用 い
， 大学教授職市場内へ の 転入移動 （採用）， 大学 間移

動， お よ び大学 市場外転出移動 （離職）が設置者や 学部 ， 地域な どに よ っ て どの よ う

に異 な るかを明 らか に して い るが ， 多 くは教授， 助教授，講師， 助手を ま とめ た大学

教授職全体を対象と した分析で あ り， 助手の 移動に つ い て は と りあ げ られ て い ない Cl）
。

　 山野井 の研究 に加え て ， 新堀 （1965）や カ ミ ン グ ス （1972）， 新堀編著 （1984）， 小

林他 （1986）， 潮木他 （1991）， 有本編 （1993）， 有本 （1995）な どの 大学教授職 に 関す

る研究で も，助手 に 焦点を あて た分析は あま りな い
。

　 また ， 研 究者の 養成をテ
ー

マ とする研究は これ まで 多数行わ れて きて い るが
〔2｝
， そ

の ほ とん どは大学院の 整備拡充， あ るい はオ ーバ ー
ドク ターや大学院生 の処遇な どを

中心課題 とす る もの で あ り， 助手 をと りあげた 研究 は ほ とん ど行われ て い な い 。

　他方、助手 を主 た る対象 と して 行 われ た研究 と して は，伊藤他 （1990），岩田 （1995）

が あ る 。 研究者養成機能 に っ い て 考え る 上で 重要 な指標 とな る ， 大学助手職 の キ ャ リ

ア パ ター ン に着 目 した興味深 い 分析が行われ て い る が ，
い ずれ も戦前の 帝大学部助手

を分析対象 と した もの で あ る 。 残念な が ら， 最近の 大学助手職の キ ャ リア パ タ
ー

ン に

着 目した 研究 は行 わ れ て い な い
。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学助手職の 研究者養成機能に関す る研究

　法制上，助手職は学校教育法第58条第 7 項に おい て 「助手 は ， 教授及 び助教授の 職

務 を助 ける」 とされて い る 。 条文 に規定 されて い る とお り，助手 は自 らの 研究を行 う

だ けで はな く， 教育 や実習 ， 実験 の 補助 ， あるい は事務処理 な ど，多様 な補助的職務

を同時 に 担 っ て い る 。 研究者養成過程 と して 明確 に 位置づ け られ，十分な研究時間や

研究費，研究施設や設備 を与え られ て い る助手と， 補助人員と して の 位置づ けの もと

で ， 自らの 研究の 遂行 に 支障 を きたすほ どに過剰な補助的職務を 負担 して い る助手で

は ， 当然そ の 研究者養成機能は大 きく異 な る と考え られ る。

　 国立大学協会 （国立大学協会第六常置委員会　 1978） はか つ て ，国立大学助手 の 待

遇 改善 に 資す るた め に行 っ た 調査 の 結果，主 と して そ の 職務内容規定 に 基 き ，   研究

助手 ， ◎実験助手， ◎事務助手か らな る 3 タイプの 助手が混在す る こ とを 明 らか に し

だ 3［
。 ただ し， こ の 調査 は今か ら19年 も前 に行わ れ た もの で あ り， そ の 後の 大学 の 教育

研究を と り巻 く環境 の変化
41
に よ り，助手 の職務内容 もまた 大 き く変わ っ て い るはず

で あ る。 また ， 調査対象が 国立大学の 助手に 限定 されて お り，全助手の 44°

／。 を しめ る

私立大学助手の 実態 に つ い て は ほ とん ど知 られ て い な い
。

　そ こ で 本研究で は， 表 2 に 示す調査 デ
ータを用 い て ， 助手の 移動パ ター

ン お よび職

務内容の 両面か ら，現在 の助手職 の研究者養成機能 に 関す る検討を行 う 。

　 　　 　　 　 　　 　　 　 表 2 調査の概要

調 査主体

調 査時期

調査対象

回 収 率

高等教 育調査研 究 コ ン ソ
ーシ ア ム

1994 年 3 月〜 1994 年 6 月

全国の 55 国公私立大学の 事務局お よ

　 事務局調査　295 局

　 学部調査　　293 学部 （研 究科 ・

1大学共 同利用機関 を含 む丿

（保健、芸術 、体育分野 の 学部 、学科

　お よ び付属病院 を除 く）

事務局調査

学部調査

85％
84％

　調査 は ， 大学 （学部）事務局の 人事担当者を対象 と して ， 在籍 して い る助手の プ ロ

フ ィ
ール な どに っ い て 尋 ね た 「事務局 調査」 と，学 部長や 研究 所長な ど学部等の 運営

責任者を対象と し助手の位置づ けや評価な どに っ い て 尋ね た 「学部調査」か らな る〔5〕
。

第 2節で は 「事務局調査」 を用い て
， 助手を経由 した移動の 結果に つ い て

， 設置者お

よ び分野別 に 分析を行 う。 こ こ で は， ど の よ うな キ ャ リア を持 っ た者 が助手 と して採
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用 され ， また助手離職後 どの よ うな キ ャ リア を積 ん で い るの か につ い て 検討を行 う。

　第 2節の 結果を踏まえ ， 第 3 節で は助手個人の 移動パ タ
ー

ン を手がか りに （「事務局

調査」）， 助手職の 研究者養成上 の 位 置づ けに つ い て ，所属組織との 関連 に 着目した分

析を行 う 。

　助手の 研究者養成機能を論 じるた め に は ， 助手を経 由 した移動 の結 果だ けで は な

く， 助手が 行 っ て い る職務が研究者養成過程 としてふ さわ しい もの で あるか とい う観

点か らも検討す る必要が ある 。 そ こ で 「学部調査」 を用 い た第 4 節で は ， 助手の 職務

内容 に着 目 し，そ の 研究者養成機能に つ い て 論 じる。 第 5 節で は ， 助手の 職務 内容 と

移動パ ター ン との 対応関係 に っ い て 分析 を行 うと と もに 政策的な検討 を試 み る 。

2． 多様な助手の キ ャ リア

（1） 多様化が進 む国立大 ・理 系の 助手採用

　最近 5年 間に離職 （退職 あ る い は昇進） した助手の 直前職お よ び出身大学に っ い て

示 した もの が表 3 で ある 。 まず直前職に っ い て み ると ， 全体で は55％が 大学院生 ， 9％

が学部学生 ， 6％が事務 ・技術系職員 とな っ て い る 。 その 他 ・不明の 比率 も高 く25％，

こ の 中に は もちろん オ
ーバ ー

ドクタ
ー

や学術振興会の 特別研究員な どが含まれて い る

が，社会人 もまた，少なか らぬ比率を しめて い る と考え られ る
（6｝

。 平成 6 年の 大学審議

会の 答 申は， 社会人の 大学教員へ の 採用の 促進 に っ い て 触れて い る が（7｝
， ア カ デ ミ ッ

ク キ ャ リア の 入 り口 に あ る助手 の 採用に 関 して は ， すで に社会人 に対 して 開かれ て い

る とい え よ う 。

　 表 3 最近 5年間 に離職 した助手 の直前職 と出身大学 （学科）

国立大学 私立 大 学

全体 学部
・
大学院 研究所 学部 ・大学院 研究所

文 系　理 系　 その 他 文 系　 理 系　 その 他

サ ン　 ル 数 2612419 　　　　ア94　　　　216　　　　　318129 　　　　409　　　　　143　　　　　56
●採 用 直前 の 職業

学部 学生

大学院生

事務 ・技 術 系 職 員

助　 手

その 他 ・不明

無 回 答

9％
55％
6％
5％
25％

o％

16％　　　　　1％　　　　　　9％　　　　　　2％
63％　　　　51％　　　　50％　　　　　51％
7％　　 7％　　 4％　 　 9％
1％　　　　　　8％　　　　　　5％　　　　　　7％
12％　　　　　32％　　　　　32％　　　　　32％

0％　　 O％　　 0％　　 O％

11％　　　　　11％　　　　　36％　　　　　　5％
6ア％　　　　　56％　　　　　41％　　　　　71％
3％　　　　　　6％　　　　　　2％　　　　　　5％
0％　　　　　4％　　　　　5％　　　　　　4％
19％　　　　　21％　　　　　16％　　　　　13％

1％　　 O％　　 0％　　 2％

● 出 身 大 学 ・学科

採 用 学 科 と同 じ

採 用 大学 の 他学科

他の 大学

高校
・
短 大 ・

高専等

そ の 他 ・不 明

無回答

44％

12％
43％
1％
o％
o％

61％　　　　　40％　　　　　54％　　　　　　4％

6％　　　　　　6％　　　　　　12％　　　　　3τ％
33％　　　　　54％　　　　　35％　　　　　62％
1％　　 1％　 　 O％　　 3％
0％　　 0％　　 O％　　 1％
Q％　　 O％　 　 O％　　 （瑞

71％　　　　　49％　　　　　　ア1％　　　　　　11％

9％　　　　　12％　　　　　15％　　　　　46％
21％　　　　　36％　　　　　13％　　　　　38％
0％　　 3％　　 1％　　 （瑞

0％　　　　　　0％　　　　　　O％　　　　　　4％
Q％　　 O％　　 0％　　 2％

112

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Soolety 　of 　Eduoatlonal 　Soolology

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学助手職の 研究者養成機能 に関す る研究

　設置者， 所属部局お よび分野別（8｝に み る と ， 私立大 の そ の 他に 所属す る助手 の 36％

は ， 学部卒業後直ち に採用され た者とな っ て い る。 国立大の 文系で も学部卒業後す ぐ

に助手 に な っ て い る者の 比率 は比較的高 く16％ に達す る 。 また文系で は，国立大 と私

立大 に共通 して
， 学部卒で はな く

一
旦大学院に進学 した後 に直接助手 とな っ た者 が比

較的多 く65％ 前後 を しめ て る 。

　他方 ， 理 系や そ の 他で は，大学院生か ら直接助手 とな っ た 者の 比率はやや 低 くな り，

代わ りに前職が助手や そ の 他 ・
不明で ある比率 が高 くな っ て い る 。

　次 に ， 出身大学 （学科）に つ い て全体の 平均値を み る と ， 同
一

学科出身者は 44％ ，

同
一

大学 の他学科 出身者が 12％ ， そ して 他大学出身者が 43％ とな っ て い る 。 教員人事

の 活性化が政策課題の 一
つ の柱 とな っ て い るが 9！

， 助手 の採用時点で は ， 研究者 の 流

動化が か な り進行 して い る こ とが わか る。

　他大学出身者 が最 も多い の は国立 大の 研究所で 62％ ， 次い で 国立大理 系が 多 くS4e／．

とな っ て い るQ こ れ と は対照的 に，私立大の 文系や そ の 他で は
， 同

一
学科出身者 が

71％ に達す る一
方で ， 他大学出身者 はそれ ぞれ21％ ， 13％ で しか な い

。

　
一

般に，文系 よ り も理 系 ， 私立大よ りも国立大 の 方が ，教員の 採用に あた り 「多様

な経歴 ・経験等 へ の配慮吻 が よ り浸透 して い る こ とが わか る 。

　（2） 他大学へ 転出す る文系の 助手

　次 に助手離職後の 地位お よ び所属組織に つ い て 検討 しよ う （表 4）。 まず ， 地位 に っ

い て み る と， 全体平均で は離職後 に講師とな る比率が最 も高 く33％ ， 次 い で 教授 ・ 助

教授が 30％ とな っ て い る。 離職者の 2／3 が大学教授職市場 の 内部で 昇進 して い る こ と

か ら，助手職は研究者を 養成 する上で 重要な部分 を担 っ て い る こ と は間違 い な い と い

え よ う
（IVo

　国立大 の 理系で は ， 助手か ら直接， 助教授 ある い は教授 へ と昇進 した者の 比率が最

も高く53％ ， また 25％は講師へ と昇進 して い る 。 研究員 とな っ た者，助手か ら助手へ

と移動 した者 を含 め る と ， 9割以上 の 助手が 離職後 も研究を主た る職務 とす る職 に就

い て い る こ とに な る。 同 じ国立大で も，文系の 場合 は教授あるい は助教授 へ の 昇進者

の 比率が最 も低 く （19％ ）な っ て お り， 理系 との 差 は大 きい
。

　私立大の 場合で は ， 助手が教授 あ る い は助教授 へ と直接昇進す る比 率は 非常 に低 く

理系で 6％ ， 文系で はわ ずか 2％ に過 ぎな い
。 理 系の 場合 は ， そ の 代わ りに ， 助手離職

後 に講師 と な る者の 比 率が 59％ とか な り高 くな っ て い る 。 国立大 と私立大 との 間に

も， 助手離職後 の 地位 に 関 して 大 きな違 い が 存在 して い る こ とが わか る。
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表 4 最近 5 年間に離職 した助手の退職 （昇進）後の 地位と所属

国立大子 立 子

全体 学部 ・大学院 研 究 所 学部
・大 学院 研究所

文 系 理 系 そ の他 文 系 理 系 そ の 他

● 退 職 ・昇進 後 の 地位

助教授 ・教授 30％ モ9％ 53％ 29％ 45％ 2％ 6％ 1％ 4％

講　師 33％ 38％ 25％ 35％ 18％ 33％ 59％ 13％ 2ア％
研 究員 5％ 5％ 5％ 2％ 9％ 2％ 4％ 1％ 5％
助　手 8％ 5％ 8％ 13％ 1瑞 1％ 瑞 2％ 13％
大 学 院 生 1％ 1％ 1％ 2％ o％ 1％ 1％ 3％ 0％
無　 職 4％ 5％ 1％ 5％ 5％ 5％ 2％ 13％ 2％
その 他 ・不明 19％ 28％ 7％ 13％ 12％ 55％ 20％ 48％ 46％
無回答 1％ 眺 0％ o％ o％ Q％ 幌 19％ 4％

●退職 ・昇進後 の 所属組織

所 属 学科 と同 じ 37％ 15％ 47％ 43％ 18％ 26％ 6（瑞 8％ 25％
伺 じ大 学 の他学 科 5％ 4％ 8％ 0％ 10％ 3％ 3％ 2％ 跳

他大学 3端 53％ 30％ 38％ 51％ 15％ 13％ 6％ 20％
研究機関 4％ 3％ 4％ 2％ 6％ 2％ 2％ 3％ 14％
民 間企 業 3％ 3％ 3％ 3％ 4％ 2％ 5％ 6％． 2％
そ の 他 ・不 明 17％ 21％ 8％ 14％ 12％ 43％ 16％ 57％ 38％

無回答 2％ 1％ 0％ 0％ 筋 10％ 1％ 19％ 0％

　最後に ， 助手離職後の 所属組織に っ い て検討 しよ う。 全体で は ， 同
一学科の 内部で

の 移動者が最 も多 く37％，他大学に 転出 した 者が 32％ ， そ の 他 ・不 明が 17％ とな っ て

い る。 国立大 の 文系に 着目す る と，助手離職後，他大学に 転出す る比率が 最 も高 く

50％ を越え る。
こ れ に対 し， 私立大の 文系で は ， 他大学 へ の 転出者 はわず か 15％ ， 同

一学科内で 移動す る比率 もそ れ ほ ど高 くはな い （26％）。

　他方，助手離職後も大学教授職市場内部 に と どま る者が 多 い理 系で は，国立大 の

47％ ， 私立大で は60％ とい う高い 比率で 同一学科内で の 移動を行 っ て お り， その ほ と

ん どが講師以上 へ と昇進 して い る 。 さ らに ， 国立大理系の 場合は助手離職者の 3割が

他大学 へ 転出 して い るの に対 し， 私立 大理 系で は多くが同
一学科内部で 移動 （ほ とん

どは昇進） して い る Q

3． 所属組織か らみ た助手の 養成パ ター ン

（1） 養成 ・供給す る文系 と選抜 ・確保する理 系？

　前節で み た よ うに，文系の助手 に は同
一

大学 出身者が多 く， 他方 ， 理系で は他大学

出身の助手が 比較的多 くな っ て い た 。
こ れ に対 し， 離職後 の 所属組織をみ る と ， 文系

は他大学 に転 出する比 率が高 く， 理系で は逆 に同
一大学内部 に残 る者の 比 率が比較的

高 くな っ て い た。

　多 くの 同
一大学出身者を助手と し て 採用 し

， 離職後，多数が他大学 へ 転出して い く
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図 1 養成 ・供給する文系と選抜 ・確保する理系

パ ター
ン A　 「養成 ・供給 する文系 j が妥当

同
一
大学

出 身骨

他大学

出身看

バ ター
ン B 　 「養成 ・供給 す る文系 」が妥 当 し な い

　 　 　 　 　 同
一穴学

内邪 昇進晋

　 　 　 　 　 出身晋

他大学

転出者
他大 学

出身者

内部昇進者

驤

バ ターン C 　 「選抜 ・確 保す る理系 」 が 妥当

　 　 　 　 　 同
一

内部昇進著　　　　出身

バ ターン D　 「選抜 ・
確保 する 理 系 」 が妥 当 し ない

同
一
大掌

出身者

他大学

出身者

他大掌

転 出i
六

身

他

出

内部 昇進者

他六学

転出者

文系 。 か りに文系 に多 くみ られ る他大学へ の 転出者が 同
一

大学 出身の 助手 で ある とす

れ ば，内部出身者を助手 と して 採用 し研究者 と して 養成 した後 ， 他大学に人材を輩出

して い る こ とに な る。 「助手職を通 じて 研究者 を養成 ・供給す る文系」とい うこ とが で

きよ う （図 1の パ タ
ー

ン A ）。

　こ の 仮説に対 して ，同 じ集計結果か ら，他大学出身者 は あ くまで も助手 と して
一時

的に在籍 して い るに過 ぎず ， 内部出身助手の うち優秀な者の み を内部で 昇進させ ， そ

れ以外は他大学 へ 転出せ ざるをえ な い
，

とい う対立仮説を たて る こ とがで きる。 内部

出身者に よ る競争 の 結果 と して 他大学へ の 転出者が多 くな っ て い る に す ぎず，内部出

身者を研究者 と して 養成 し他大学 へ 供給す る こ とを意図 して い るわ けで はな い
， とい

うケ
ー

ス で あ る （図 1 の パ ター ン B）。
こ の 場合 に は，「養成 ・供給す る文系」とい う表

現 は妥当で はない 。

　理 系の場合 も同様に ， 2 っ の 相対す る仮説 を たて る こ とがで きる。 も し内部で 昇進

して い る助手の 多 くが他大学出身者で あれ ば ， 助手採用時に 広 く他大学に 人材を求め

る一方で ，助手 と して 採用 した後 は 内部で 人材 を抱 え込 ん で い る 「助手職 を通 じて 人
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図 2 文系助手の離職後の所属組織

　　　　　　（設置者 ・出身大学別）

国立 大 ．

同
一
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同
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図 3 理系助手 の離職後の所属組織

　　　　　　（設置者 ・出身大学別）
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同
一
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■ 同
一
大学 他 大学 翻 民 間 企 業等　 謹 そ の 他 　不明

材を選抜 ・ 確保す る理 系」とい うこ とに な ろ う （図 1の パ ター ン C）。
こ れ に対 して ，

「数少 ない 同
一

大学 出身者だ けが内部 で 昇進 し
， 他大学出身者は助手離職後に は他の

大学 へ 転出 して い る」 とい う対立仮説 をたて る こ とがで きる （図 1の パ タ
ー

ン D）。

　い ずれの 場合に も， 第 2節 で の 分析か らは， 同
一大学出身者が 内部で 昇進 して い る

の か ， あ る い は他大学 出身者が 内部で 昇進 し，同
一
大学出身者は他大学 に転出 して い

る の かを判断す る こ とは で きない 。 こ れ らの 点を 明 らか に す るた めに ， 本節で は，助

手個人の 移動 パ タ
ー

ン に 焦点 を合わ せ た分析を行 う 。
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  　研究者 を養成 ・供給する国立文系

　分析対象 とする大学出身の 助手 に っ い てみ る と， 助手離職後 も大学に 所属 して い る

1
，
905名の うち， 40％ は教授あ る い は助教授 ， 44％ は講師 へ と昇進 して い る。 大学教授

職市場内部で 移動 した者の 84°／。 が 昇進 して い る一方で ， 助手を続 けて い るの はわず か

9％ に す ぎな い
。 助手離職後 も大学 に所属 して い る者の ほ とん どは昇進 して い る こ と

に な る 。 した が っ て ，以下で は離職後 も大学に所属 して い る場合 に は昇進 した もの と

して 扱 うこ とにす る。

　まず文系 に つ い て同
一

大学出身助手の 離職後の 所属組織を み る と （図 2）， 国立大の

場合 ， 内部昇進者が 14％ ， 他大学転出者 は63％ とな っ て い る。
こ れ に 対 して他大学出

身の 助手 の場合 は，同
一

大学出身者の 2倍に相当す る28％ が 内部で 昇進 して い る
。

　数少な い他大学出身の 助手の 多 くを内部で 昇進 させ る
一

方で ，多数 の 内部出身助手

を他大学に供給 して い る。
つ まり ， 国立大の 文系で は ， 助手職を通 じて 養成 した多数

の 同
一
大学出身 （多 くは同一学科出身）の若手研究者 を，他大学に供給 して い る こ と

に な る （図 1 の パ タ
ー

ン A ）。

　他方， 私立大の 同
一一一一

大学出身助手 をみ る と，内部昇進者 が33％ とかな り大 きな比率

を しめ ， そ の
一

方で 国立大で は 6割 を越 えて い る他大学転出者は少な く 1割程度にす

ぎな い
。 他大学出身助手で は ， 内部で昇進 して い る 33％ に加えて 他大学に 転出す る者

の 比率 も33°
／e に達 して お り，国立大 の 他大学出身助手の 離職後とか な り類似 した分布

と な っ て い る 。 他大学出身助手の 67％が助手離職後 も大学教授職市場内に と どま っ て

い るの に 対 して ， 同
一

大学 出身の 助手 で 大学教授職市場 の 内部で 移動 した こ とがわ

か っ て い る の は わずが46％ に す ぎな い 。 国立大 とは異な り， 助手職を通 じて 研究者 と

して 養成され る内部出身者はそれ ほ ど多 くは ない とい え よ う。

（3） 純粋培養 される国立理系 の助手

　次 に理 系を と りあ げ， 出身大学別に 助手離職後の 所属組織に つ い て 検討を行お う

（図 3）。 国立大で は， 大学教授職市場内部で の 移動者は出身大学を問わず85％ と多数

を しめて い るが ， 内部で 昇進す る比率は 同
一

大学出身で 60夥 に達 して お り， 他大学出

身者よ り も 1割程度高い 。 数少な い 同一大学出身の 助手を高い 比 率で 内部で 昇進 さ せ

て い る一
方で ， 多数派の 他大学出身助手が内部で 昇進す る比率 は比較的低 くな っ て お

り， こ れ は図 1 上 の パ タ
ー ン D （「選抜 ・確保す る理系」は妥 当 しな い）に近 い

。 国立

大の 理 系は純粋培養され る傾向に あ る と言い 換え る こ と もで きよ う。

　同 じ理 系で も， 私立 大の 助手 の場合 は純粋培養とい う表現はあて は ま らな い
。 助手
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離職後に 内部で 昇進 した者の 比率に 着 目す る と ， 国立大の 場合とは逆 に，同
一

大学 出

身者 （61％ ）よ りも他大学出身者 （66％ ）の 方がや や 高 くな っ て い る。 さ らに ， 大学

教授職市場 内部で の 移動者を みて も， 内部出身者 よ りも他大学出身者 の 方が 1 割程度

多 くな っ て い る。 私立大 で は ， 文系 ・理 系 に共通 して 助手職を通 じて 他大学 出身者を

研究者 と して 養成するケース が多い こ とがわ か る 。

4． 多機能化 した若手研 究者養成過程

　こ こ まで の 分析の 結果 ，   助手職を通 じて 内部出身者を研究者と して 養成 し他大学

に 供給す る国立大文系，   や や純粋培養の 傾向がみ られ る国立大の 理 系，   助手職 を

通 じて 他大学出身者を研究者 と して 養成す る私立大な ど，助手の 移動 パ タ
ー

ン は設置

者や 分野 に よ っ て 大 き く異 な る こ とが 明 らか に な っ た。 こ れ らは， しか しなが ら， あ

くまで も助手 を経 由 した移動の 結果に つ い て の 分析で あ り， 助手職の プ ロ セ ス と して

の 研究者養成機能 に つ い て み た もの で は な い 。 例え ば ， 国立大の 理 系助手は最 も大学

教授職市場内部で の昇進率 は高い が ， 必 ず し もそ の助手職が高 い研究者養成機能を有

して い る （研究者養成過程 と して 明確 に位置づ け られ て い る ， あ るい は学術研究環境

が整備 され て い るな ど）とは限 らな い
。

　教育や実習，実験 の 補助 ， あ るい は事務処理 な ど多様な補助的職務が 同時に求め ら

れ る中で ， 助手職 は どの 程度研究者養成過程 と して 機能 して い る の か 。 本節で は プ ロ

セ ス として の 助手職の 機能に着目し， まずそ の 位置づ けお よ び評価に つ い て の 分析か

ら始 めよ う。

（1） 研究専念 助手 ・教育研究助手 ・万能助手 ・業務助 手

　表 5 は ， 「学部調査」の 結果を用い て ， 助手が若手研究者養成過程 と して どの 程度位

置づ けられ，評価 されて い るか をみ た もの で ある 。 す べ て の 設置者 ・分野に共通 して ，

助手が若手研究者の 養成訓練過程 と して 有用 あ るい は不可欠で あ る と評価 して い る学

部が 過半数を越 えて い る 。 国立大 の 理系 で はその 比 率が最 も高 く 9割近 くに 達する 。

設置者お よ び分野の 特徴 に つ い て み ると ，

一般に 文系よ り も理系 ， 私立 よ りも国立の

方が ，助手職が若手研究者 の 養成過程 と位置づ け られ ， 評価され て い る こ とが多 い こ

とが わ か る 。

　調査で は ， 研究者養成過程 に 加え て ， 助手職 の 教育研 究捕助者 お よ び事務人員 とい

う位置づ けお よ び評価 に っ い て も尋ねて い る。
こ れ らの 項目を組 み 合わ せ る こ とで ，

以下 に示 す 4 っ の 助手の 職務 パ タ
ー

ン をえ た （表 6）。
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　　　　　　　　　　　　 大学助手職の 研究者養成機能 に 関す る研究

表 5 「著手研究者 の養成訓練課程」 と しての位置づ けと評価

国立大学 私立大学

文系 理系 文系　　 理系

サ ン プル （学部）数 121 34 41 107 35　 、　 36

意図 して い ない

意図 して い る

役立 っ て い な い

有用で あ る

不可 欠であ る

1（虧

1％ 」
40％

38％

12％

　 12％　　 ア％

1　 1
　 0％　 　 　 0％

旨剛 51％
　 　 　 　 旨

9％

　 　 「

4％　 ｝

49％ I
　 　 l22

％

16％

14％　1　 3％
　　 16

％　 1　 0％

34％ 16鰯

23％　1　 17％

23％　　 11％無　回　答

35％

15％

37％

5％ 1
表 6 助手の職務パ ターン

若手研 究者 の

養成訓練課程

教育 ・
研究活動

の 補助人員

学 科
・
研究室運蛍

の 事務人員

全体

研究専念助手 不可欠 ・有用　　　　意図 ぜ ず ・不用　　　意図ぜず ・不用 7％

教育研究助手 不可 欠 ・有用　　　　不可欠 ・有用　　　 意図 ぜ ず ・不用 45％

万 能助手 不可欠 ・有用　　　 不可欠 ・有用　　　 不可欠 ・有用 33％

業務助手
一一．一

意図ぜ ず ・不用 　　 不可 欠 ・有用　　　 不可欠 ・有用

意図 ぜ ず ・不用　　　不可 欠 ・有用　　　 意図 ぜ ず ・
不用

意図ぜず ・不用　　　意図ぜ ず ・不用　　　不可欠 ・有用

一一 一一一．一尸
11％

（ 
一

（5％）

（2％〉

表 7 設置者 ・ 分野別 に み た助手の 職務パ ターン

研究　　 教育
　 　 1

専念　 1 教育

助手　　 助手

万能　 　 業務
　 　 i
　 　 i
助手　 1 助手

1　 そ

　 の

　 他

国 立 大 学 7％　　　　　52％　　　　28％　　　　　9％　　　　　4％

文 　系 14％　　　　21％　　　　52％　　　　10％　　　　　3％

理 　系 3％　　　　　73％　　　　16％　　　　　8％　　　　　0％

私 立 大 学 8％　　　　　38％　　　　38％　　　　13％　　　　　4％
文　系 20％　　　　15％　　　　30％　　　　35％　　　　　0％
理 　系 3％　　　　　60％　　　　33％　　　　　0％　　　　　3％

ー

ウ山

004

研 究者養成 の み を職務 とす る 「研 究専念助手」

研 究者養成 と教育研究補助 を同時に 担 う 「教育研 究助手」

研究者養成 と教育研究補助と事務処理 の 全て を損 う 「万能助手」

研究者養成以 外の 職務 の み を職務 とす る 「業務助手」
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（2） 二 極化 した私立大文系助手

　最 も研究者養成機能が高い と考え られ る研究専念助手か ら， 研究者養成 とは無縁の

業務助手まで ， そ れぞ れの 比率 を設置者及 び分野別 にみ た もの が表 7 で ある 。

　国立大の 文系で は 万能助手が最 も多 く52％ ， 次に多い の が教育研究助手の 21％，研

究専念助手の 14％ とな っ て い る 。 こ れ に対 して 私立大の 文系で は ， 業務助手の 比率が

35％ と非常 に 高 くな っ て い る と同時 に
， 研究専念助手も20％ に達 して い る 。 多数の 助

手が同様 に複合的な職務を こ な して い る国立大文系 ， 研究専念助手 と業務助手に 大 き

く分化 して い る私立大文系 ， とま とめ る こ とが で きよ う。

　先 に みた通 り， 国立大の 文系で は大学教授職市場内部で の 移動者は多い が 内部昇進

者 は比較的少な い
。

こ こ で は ， 内部出身助手が 主 と して 万能助手の 経験を経て ， 研究

者と して他大学に供給 され て い る と考え られ る 。

　こ れ に対 して 私立 大文系で は ， 大学教授職市場内部で の 移動者が少な い 一
方で 内部

昇進者 は比較的多 くな っ て い た 。

一
部 の ，おそ らくは優秀な助手を研究専念助手 と し

て 養成 した 後 に 内部で 昇進 させ る一方で ， 専 ら補助 的職務 に 携わ っ て い る業務助手

は ， 離職と同時に大学教授職市場外 へ と転 出す る。 私立大文系の 助手は ， こ の よ うな

二 極構造に な っ て い る と思われ る。

（3） 教育研究助手を経 て昇進 する理系

　次に理系に つ い て み ると
， 文系とは異 な り教育研究助手が多数 を しめ ， 国立大で は

73％ ，私立大で は60％ に 達 して い る。 その 一
方で ， 研究専念助手 は わずか 3％ に過 ぎな

い 。 また 私立大で は，万能助手が やや 多 く33％ ， 業務助手 は皆無 とな っ て い る 。

　理 系の 助手は ， 研究者養成 と教育研究補助 を職務 とす る教育研究助手を経 て ，離職

後高い 比率で 大学教授職市場内部で 昇進 して い る とい え よ う。

5． 助手の 職務パ ター ン と研究者養成

　 こ れ まで の 分析の 結果，助手職の 研究者養成機能は設 置者や分野に よ っ て 大 き く異

な る こ とが 明 らか に な っ た。 内部出身者が主 と して 万能助手の 経験を経て ， 研究者あ

るい は教育者 と して 他大学 に 供給 されて い る国立大文系。 私立大文系で は，内部昇進

す る研究専念助手 と離職後 は 大学教授職市場外 へ 転出す る業務助手 に 二 極化 して い

る。 また，理 系の 助手 は教育研究助手を経て 多 くが大学教授職市場内部で 昇進 して い

る 。

一
口 に 助手 とい っ て も， そ の実態 はか な り多様化 して い るの で あ る 。 助手の 募集

方法や 職務内容 ， 待遇 ， 任期な どに っ い て の 議論 は ，

一
律 に で は な くこ の よ うな多様
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大学助手職の 研究者養成機能に関す る研究

性 を踏 まえ た上で 行 われ る必要が あ ろ う。 あ るい は ， 実態 に応 じて 現在の 多機能化 し

た 助手職 を複数 の 異な る職階 に再編成す る こ とな ども検討 さ れ て よい の で は な い か 。

　最後に ，
こ れ まで みて きた助手の 職務パ ター ン と移動パ ター ン との 対応関係に っ い

て 分析を行 うこ とで ， 助手職を通 じて 現在行わ れて い る研究者養成 に っ い て の 政策的

な検討 を行 おう。

　図 4 は ， 助手の 職務 パ タ ー ン と離職後の 所属組織 との 関係に つ い て み た もの で あ

る 。 まず文系の 助手全体に っ い て み る と ，
22％ が離職後内部で 昇進 して お り， 他大学

転 出を含 める と， 70％ が大学教授職市場内部で の 移動 （そ の ほ とん どは昇進） して い

る。 理系の 場合は ， 内部昇進者 は 52％ ， 大学教授職市場内部で の 移動者 は 80％で あ り ，

い ず れ も文系よ り も高い 比率を示 して い る。

　 こ の 図か ら，次の 3 点を指摘す る こ とが で きる 。 第 1に 文系を と りあげ，研究者養

成過程 と して位 置づ け られ評価 されて い る研究専念助手 ， 教育研究助手 ， およ び万能

助手に つ い て み て み よ う。 離職後内部 で 昇進 して い る比 率は ， 研究専念助手で 最 も高

く47％ ， 教育研究助手は35％ ， 万能助手で は 11％ とな っ て い る。 大学教授職市場内で

の 移動者全体 （その ほ とん ど は昇進 して い る）をみ て も， 最 も多い の は研究専念助手

の 88％ で あ り， 万能助手で は65％ と低い 水準に な っ て い る。
こ の こ とか ら ， 教育研究
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補助や特に 事務処理 な どの 職務は ， 移動結果か らみ て ，助手職 の 研究者養成機能 に マ

イ ナ ス の影響を与え て い る と考 え る こ とがで きる 。

　 こ の よ うに
， 職務 内容が研究者養成機能に与え る 影響が か な り大 きい と考え られ る

文系で は ， 助手職を通 じて研究者を養成するた めに は そ の 補助的な職務負担を軽 くす

る必要があ る 。 先の 分析に よ り明 らか に な っ た ， 私立大に み られ る研究専念助手と業

務助手へ の 二 極化 は，少な い人数で 研究者養成 と補助的職務 を同時 に担わ な ければ な

らない とい う現在の 制約条件の も とで は理 に か な っ て い る とい え よ う。 こ れ に対 し

て ， 多数の助手が同様に 複合的な職務を こ な して い る国立大文系に は ， 改善の 余地が

あ ると考え られ る 。

　第 2 点 と して ， 研究者養成過 程 と して位置づ け られ評価されて い る理 系助手の 一様

性の 高 さ に つ い て 指摘 した い
。 大学教授職市場内部で の 移動者の 比率は ， 補助的職務

を担 っ て い る教育研究助手の 方が，研究 に専念 して い る助手よ り もわず か で はあ るが

高 くな っ て い る 。 また，内部昇進 した助手の比率 に つ い て み ると，教育研究助手 よ り

も事務負担 の重 い万能助手の 方がや や高 くな っ て い る。 文系 とは異 な り，理系で は教

育研究補助や事務処理 な ど の 職務負担 が助手職の 研究者養成機能に 与え る影響は小さ

い と い え よ う。

　理 系の 場合， 研究専念助手はわずか しか お らず，教育研究助手お よ び万能助手が 多

数を しめて い る 。 こ こで 明 らか に な っ た理系助手職の 研究者養成機能の 特性を考え る

と ， 主 と して教育研究補助か らな る現在の 理系助手の 補助的職務 は ， 研究者養成上 そ

れ ほ ど大 きな問題 で は ない と考え られ る。

　第 3 に，少数なが ら理系 ， 文系 に共通 して 存在 して い る業務助手を と りあげよ う。

業務助 手は，研究者養成過程 とは位置づ け られ て い な い に もか かわ らず ， 多 くが離職

後も大学教員市場内部で 移動 （大多数 は昇進） して い る 。 文系の 業務助手 は ， 万能助

手の 3倍に あ た る33％ とい う高 い比率で 離職後 も同
一

大学 に 所属 して い る 。 理系の 場

合に は ， 30人全員 が大学教授職市場内部で 移動 して お り ， そ の うちの 40％ は 同
一

大学

内部で の 移動で あ る。

　36歳 とい う助手 の 平均年齢を 考え る とam
， 最 も研究上重要 と思 わ れ る こ の 時期llxを

業務助手 と して過 ご した後，講師あるい は助教授へ と昇進する とい うキ ャ リア の形成

は ， 研究者養成 とい う観点 か らは大 きな 問題で あ る と考 え られ る 。 あ る い は ， 助手が

自らの 研究を行う こ とがで きな い ほ ど大学 を と り巻 く教育研究環境 は悪化 して い るの

か も しれ な い 。
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大学助手職 の研究者養成機能 に関す る研究

　大学審議会の 答申 （教員採用 の 改善に っ い て　1994）の 中で も触れ られて い るよ う

に， こ れまで は 大学教員の 選考に あ た っ て は専 ら碩究能力 が重視 されて き た。 した

が っ て，助手 を講師あ る い は 助教授 へ と大学教授職市場の 内部で 昇進 させ る た め に

は ， 研究者 と して 養成 しな けれ ばな らな か っ た
。 同時に助手職は ， 本稿で 明 らか に し

た よ うに
， 多 くの 場合 ， 教育研究の 補助 や事務処理 な どの職務 も同時に担 っ て い る。

特 に 文系で は， こ れ らの 補助的職務が ，助手を昇進 さ せ るた め に最 も重要な研究者養

成機能に マ イ ナ ス の 影響 を与 えて い るの が実態で あ る。

　 しか しなが ら， 大学改革の 進展 に伴い ，
こ れか らの 大学に は教育機能の 強化や生涯

学習へ の 対応な どが ます ます求め られ るよ うに な っ て い るtts
。 おそ らく大学教授職 の

職務に しめ る教育や地域社会 へ の 貢献の 比率 は今後高ま る こ とに な ろ う。
こ の とき，

助手時代 に 行 っ た教育や学生 サ ー ビ ス ，地域貢献活動 の捕助 ， ある い は事務作業な ど

の 質が改め て 問われ るの で は な い か 。

　今後 は ， 大学助手職の 補助的業務を研究者養成機能を阻害す る もの として と らえ る

の で は な く， 大学教授職を養成す る上で 必要な もの とと らえ ，む しろそ の職務内容を

養成過程 と して ふ さわ しい もの とす る こ とが求 め られて い る の で は な か ろ うか 。

〈注〉

（1〕 廣潤社 「全国大学職員録』に記載 された教員の 個人 デー タ （職階， 生年， 出身校，

　学位，専攻等）2年分 （1978年版お よ び 1979年版）を用い た 分析が行わ れて い るが ，

　助手に 関 して は ， 講師以上 の職階の 移動 と比較 して 「全体移動 ， 市場外転 出入移動，

　新陳代謝 ， 市場成長に お い て 極め て 高率で あ り， 大学間移動及 び内部市場開放に お

　い て 逆に 極め て低率で あ る （258頁）」 と指摘す るに と ど ま っ て い る 。

  　宮原他 （1980）， 山田他 （1982）， 山田編 （1984）， 小林他 （1984）， 山田編 （1987），

　潮木編 （1994） な ど

（3） 各 タ イ プの特徴 は，次の よ うに ま とめ られて い る 。   研究助手一 それ ぞれ の 専

　門分野に お け る学会の 後継者で あ り， 職歴の 上で は，将来教授 ・助教授 へ の 昇進が

　期待 され る職務内容を有す る 。 ◎実験助手　　講師以上 の 地位が
一
般 的に は 期待さ

　れな い 技官的性格の 職務内容 を有す る 。 ◎事務助手一 主 と して 人文 ・社会科学系

　の 分野 に お い て ，事務官 ・教務職員 的内容の 職務 に従事す る 。 さ らに ， こ の 3 タイ

　 プに 加え て ，  医 ・歯分野 に特有の 臨床 ・ 研 究助手 の 存在に っ い て も指摘 さ れて い

　 る。

　　 また，こ れ に先立 っ 1975年の 調査で は （国立大学協会第 6常置委員会 ，
1975），  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 123
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　研究専念助手，＠講義分担助手，   実験助手 ，   事務助手，の 4 タ イ プか らな る分

　類が行わ れ て い る 。

（4〕 大学 の 学術研 究環 境の 変化 （悪化）に つ い て は ， 日本 化学 会 （1988）， 有 本編

　（1991）， 日本学術会議 （199D ， 物理学研究連絡委員会 （1991），国立大学協会第 6常

　置委員会 （1992），8大学工 学部長懇談会 （1995）な ど。 ま た助手を取 り巻 く環境 の

　変化 （悪化）に っ い て は加藤 （1995）な ど 。

（5） 国立大学 ， 私立大学に 加えて 公立大学 に対 して も調査 は行われ て い るが ， 本稿で

　は ， サ ン プ ル 数 の少な い 公立大学に っ い て は個別分析の 対象か ら除外 した。

（6） 平成 四年度学校教員統計調査報告書に よ る と ， 1年間で 新規 に 採用 さ れ た 助手

　6，197人の うち ， 新規学卒者 は 1，518人で わずか 25％ に す ぎな い
。 その 一方で ， 官公

　庁か ら1，131 （18％）人 ， 民間企業か ら891人 （14％）が，新た に外部か ら助手 と し

　て 大学教授職市場に 参入 して い る。

（7） 大学審議会 が平成 6年 6月に提出 した答申 『教員採用の 改善に っ い て 』の 中に
，

　「民間企業等 で 多様 な経験を積ん だ社会人の 教員へ の 採用 を一層促進す る こ とが重

　要で あ り，教員の 待遇 や教育研究条件の 一
層の 改善を 図る こ とが望 まれ る」 （ll− 1−

　（2）） とい う記述が み られ る 。

（8） 文部省学校基 本統計調査報告書 に記載 され た学科系統分類表を用い ，人文科学お

　よ び社会科学 （大分類）を文系， 理学 ， 工 学， 農学 （大分類）を理系 と定義 した 。

　 これ らに 加え ， そ の 他 （大分類）の 中に含 まれる中分類 の うち， 自然科学関係は理

　系 ， 人文 ・社会科学関係 は文系に 含め た 。

（91 大学審議会 に よ る 答申 「教 員採用の 改善に つ い て 』（1994年 6 月）およ び報告 『組

　織運営部会 に お ける審議の 概要一大学教員の 任期制に つ い て
一

』 （1995年 9 月） は，

　教員の 人事の 活性化を課題 とする審議の 結果行われ た もの で ある 。

（le） 大学審議会 『教員採用の 改善に つ い て （答申）』 （1994年 6 月） n −Hl ）お よ び（2）。

（10　講師 ， 助教授あ るい は教授 へ と昇進 した後 は研究活動だ けで は な く教育活動 も行

　うが ， 多 くの 場合 ， 昇進 （採用）時に は あ くまで も研究者 と して 評価を受けて い る

　（有本　 1995）。 した が っ て ，助手離職者が 大学教授職市場内部で 昇進 して い る割合

　は ， 助手職の 研究者養成機能を示す指標の
一

っ と して 考え る こ とがで きる。

（IM　平成四年度学校教員統計調査報告書 （文部省） に よ る と ， 助全体手の 平均年齢 は

　35．7歳， 国立大で はやや高 く36，4歳， 私立大で は 35．1歳とな っ て い る 。 また ， 助手

　の 年齢構成 に っ い て み る と， 20歳代 は全体 の 17％を 占め て お り ， 最 も多い の が 30歳

　以上35歳未満で 37％ ，全助手 の 80％ は40歳未満 とな っ て い る 。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大学助手職の 研究者養成機能に 関す る研究

（13） 西本他 （1994）に よる と，科学技術庁長官賞の 平均的な受賞者は ， 「20代で 経験を

　積ん で 基礎的研究能力や 直感力等の資質を磨 き，
3 代で 画期的な成果の 芽 とな るよ

　 うな ア イデ ィ ア を発想」（同書　169頁） して い る とい う。

（1の　文部省 （平成 7 年度　我が 国の 文教施策）に よ れば ， 「学術研究の高度化と人材養

　成需要の 変化1 に加 えて ，「高等教育進学率の 高ま り と学生 の 多様化」およ び 「生涯

　学習 ニ
ーズと大学に対す る社会の 期待 の高 ま り」が高等教育改革 （大学改革）の 背

　景に あ る動きで あ ると説明され て い る。
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